
























沖縄法学　第 45 号（2017） 所有権留保における物権変動と対抗要件について：山下
































最高裁第二小法廷平成 22 年 6 月 4 日判決・民集 64 巻 4 号 1107 頁（以下、
























平成 22 年最判、そして、平成 22 最判に次いで登場した東京地裁平成 22
年 9 月 8 日判決・判タ 1350 号 246 頁（以下、「平成 22 年東京地判」という。）
を概観して、平成 22 年最判の意味するところを検討し、所有権留保にお
ける物権変動と対抗要件について、若干の考察を試みる。
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45 条を「参照」している点では平成 22 年最判を踏襲しているが、そこで
求められる登記・登録等を「対抗要件」としている点で、平成 22 年最判




































次に、平成 22 年最判が、民事再生法 45 条について第三者性肯定説をとっ
たのか、第三者性否定説をとったのかについて検討する。
まず、第三者性否定説をとるうえで最も大きな障害となるのは、信販会
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社自身の登録がなくとも別除権行使を認めざるを得ない。そこで、平成






このように解することによって、平成 22 年最判を、民事再生法 45 条に
ついての第三者性肯定説、および、所有権留保についての所有権的構成と




















（注 1）小峯勝美「クレジット取引と自動車の所有権留保（5・完）」NBL435 号 23 頁以下
（1989 年 10 月）、佐藤昌義「クレジット会社の所有権留保」NBL463 号 40・41 頁（1990











買における法律関係（二・完）」上智法学論集 20 巻 2 号 166 頁以下（1977 年 1 月）、
中野正俊「所有権留保」半田正夫編集代表『現代判例民法学の課題』456・457 頁（法
学書院、1988 年 9 月）、石川智之「所有権留保に関する一考察」日本大学大学院法
学研究年報 34 号 128 頁以下（2005 年 3 月）、松田佳久「所有権留保における物権
的期待権概念の必要性（2）」創価法学 43 巻 1 号 94 頁以下（2013 年 7 月）など。
（注 3）我妻榮『債権各論　中巻一』317 頁以下（岩波書店、1957 年 5 月）、末川博『民
法論集』125 頁以下（評論社、1959 年 5 月）












（注5）神崎克郎「所有権留保売買とその展開」神戸法学雑誌 14 巻 3 号 495 頁以下（1964
年 12 月）
（注6）竹下守夫「所有権留保と破産・会社更生（上）」曹時 25 巻 2 号 9 頁以下（1973







1982 年 9 月）、鈴木禄弥『物権法講義〔五訂版〕』403・404 頁（創文社、2007 年
11 月）
（注8）米倉明『所有権留保の実証的研究』36 頁以下、300 頁以下（商事法務研究会、
1977 年 9 月）
（注9）譲渡担保において、債権者の清算義務が確立されるまでの経緯について、拙稿・
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号 14・15 頁（2010 年 11 月）、上江洲純子・ジュリ 1420 号 176 頁（2011 年 4 月）、
田頭章一・リマークス 43 号 135・136 頁（2011 年 7 月）、印藤弘二・金法 1928 号
82 頁（2011 年 8 月）、直井義典・香川法学 31 巻 1・2 号 12・13 頁（2011 年 9 月）、
杉本和士・慶應義塾大学法学研究 86 巻 10 号 96 頁以下（2013 年 10 月）、山田真紀・
最判解民平成 22 年度（上）385・386 頁（2014 年 3 月）、鈴木尊明「所有権留保
特約の解釈とその実行――民事再生手続における別除権行使が問題となった近時
の判決を素材にして――」早稲田法学会誌 64 巻 2 号 452 頁以下（2014 年 3 月）、
小原将照「所有権留保に関する議論の整序――平成 22 年最判を素材として――」
南山法学 39 巻 3・4 号 107・108 頁（2016 年 6 月）など。
（注 13）小峯・前掲（注 1）26・27 頁、千葉恵美子「割賦購入あっせん」福永有利編著『新
種・特殊契約と倒産法』42 頁以下（商事法務研究会、1988 年 9 月）、千葉恵美子「複
合取引と所有権留保」内田貴＝大村敦志編『民法の争点』153・154 頁（有斐閣、
2007 年 9 月）
（注 14）安永正昭「所有権留保の内容、効力」加藤一郎＝林良平編集代表『担保法大系〈第
4 巻〉』386 頁（金融財政事情研究会、1985 年 10 月）
（注 15）佐藤・前掲（注 1）38 頁以下、吉原省三「信販会社のファクタリングについて」
金法 785 号 8 頁以下（1976 年 4 月）




（注 17）平成 22 年最判に関する文献として、（注 12）に掲げたもののほか、小林明彦・
金法 1910 号 11 頁（2010 年 11 月）、佐藤鉄男・民商 143 号 4・5 号 489 頁（2011
年 2 月）、山本和彦・金判 1361 号 68 頁（2011 年 3 月）、小山泰史・金法 1929 号
56 頁（2011 年 9 月）、和田勝行・京都大学法学論叢 170 巻 1 号 120 頁（2011 年
10 月）、田髙寛貴「所有権留保の対抗要件に関する一考察」清水元ほか編『財産
法の新動向』235 頁（信山社、2012 年 3 月）、田髙寛貴・金法 1950 号 48 頁（2012
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年 7 月）、印藤弘二「所有権留保と倒産手続」金法 1951 号 62 頁（2012 年 8 月）、
関武志「民事再生手続におけるクレジット会社の法的地位（上）・（下）――最判
平 22・6・4 民集 64 巻 4 号 1107 頁の事件を素材にして――」判時 2173 号 3 頁（2013
年 3 月）・2174 号 3 頁（2013 年 3 月）、加毛明・倒産判例百選〔第 5 版〕118 頁（2013









（注 19）福永有利監修『詳解　民事再生法〔第 2 版〕　――理論と実務の交錯――』309・
310 頁〔山本和彦〕（民事法研究会、2009 年 10 月）、園尾隆司＝小林秀之『条解
　民事再生法〔第 3 版〕』165 頁〔園尾隆司〕（弘文堂、2013 年 4 月）。この見解は、
民事再生手続開始によって再生債務者が公平誠実義務を負うこと（民事再生法 38
条 2 項）、双方未履行双務契約について、再生債務者が契約の解除・履行の選択権
を有すること（同法 49 条）、再生債権者の相殺が制限されること（同法 93 条）な
どをその論拠とする。






（注 21）野村秀敏・前掲（注 12）17 頁、田頭・前掲（注 12）136・137 頁、小林・前掲（注
17）13 頁、田髙・前掲（注 17）247・248 頁、田髙・前掲（注 17）金法 54・55 頁、
加毛・前掲（注 17）119 頁
（注 22）野村剛司・前掲（注 17）167・168 頁。また、柚木馨＝高木多喜男編『新版注釈
民法（9）　物権（4）〔改訂版〕』741 頁〔安永正昭〕（有斐閣、2015 年 9 月）は、
平成 22 年最判は、当該事案における合意の解釈という体裁であるが、信販会社に
よる所有権留保の事案には一般的に当てはまるものであるとする。
（注 23）小林明彦・前掲（注 17）12・13 頁、佐藤・前掲（注 17）497 頁以下、和田・前
掲（注 17）129 頁、園尾＝小林・前掲（注 19）166 頁〔園尾〕。また、野村秀敏・
前掲（注 12）16 頁は、結局は個別の問題の解決に際して具体的、実質的考慮が必
要であるならば、第三者性を前提にした方が説明しやすい多くの規定（民事再生
法 38 条 2 項、49 条、93 条など）があることを鑑みて、消極的に第三者性肯定説
に賛同している。
（注 24）杉本・前掲（注 12）98 頁以下、鈴木・前掲（注 12）463・464 頁、印藤・（注
17）67・68 頁、関・前掲（注 17）（下）6・7 頁、園尾＝小林・前掲（注 19）195
頁〔河野〕






（注 26）直井・前掲（注 12）13 頁以下は、平成 22 年最判の判示は、信販会社が第一審に
おいて、実質論として当該自動車の買主の所有であると再生債務者が信頼する基
礎は存しないという主張を行っていたことに対応したものと考えられるとする。
（注 27）平成 22 年東京地判に関する文献として、鈴木・前掲（注 12）465 頁以下、印藤
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弘二・金法 1932 号 4 頁（2011 年 10 月）、野村剛司・速報判解 10 号 189 頁（2012
年 4 月）、下村信江・法時 84 巻 12 号 84 頁（2012 年 11 月）、下村信江「所有権留
保における担保としての機能と限界に関する一考察」近畿大学法科大学院論集 11
号 123 頁（2015 年 3 月）など。なお、平成 22 年東京地判には控訴審（東京高裁
平成 23 年 6 月 7 日判決・判例集未搭載）、上告審（最高裁第一小法廷平成 24 年 2
月 2 日決定・判例集未搭載）があるが、控訴審では、占有改定の有無が争われた
ものの控訴棄却、上告審では、上告不受理決定がなされた。
（注 28）鈴木・前掲（注 12）475 頁以下
（注 29）破産手続では、破産管財人は第三者性を有するとされ、別除権者が別除権を行使
するには対抗要件の具備が必要とされる（破産法 49 条）。平成 22 年最判以降の、
破産手続における所有権留保の占有改定の有無が問題となった裁判例として、東
京地裁平成 25 年 4 月 24 日判決・判例集未搭載、名古屋地裁平成 27 年 2 月 17 日
判決・金法 2028 号 89 頁、東京地裁平成 27 年 3 月 4 日判決・判時 2268 号 61 頁。














みることはできないとしている。同種の事案として、札幌地裁平成 28 年 5 月 30
日判決・金法 2053 号 86 頁。
（注 31）札幌地裁平成 28 年 5 月 30 日判決・前掲（注 30）では、当該事案の破産者は割




















（上）・（下）」判タ 522 号 21 頁（1984 年 5 月）・529 号 48 頁（1984 年 8 月）、奥島孝康ほ
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か編『倒産法学の軌跡と展望』（成文堂、2001 年 12 月）、高木多喜男『担保物権法〔第 4
版〕』（有斐閣、2005 年 7 月）、印藤弘二・金法 1904 号 4 頁（2010 年 8 月）、才口千晴＝
伊藤眞監修『新注釈民事再生法（上）〔第 2 版〕』（きんざい、2010 年 12 月）、小山泰史・
判例セレクト 2010［Ⅰ］16 頁（2011 年 2 月）、園尾隆司ほか編『最新　実務解説　一問
一答民事再生法』（青林書院、2011 年 5 月）、吉川愼一「所有権に基づく動産引渡請求訴
訟の要件事実（2）」判タ 1350 号 4 頁（2011 年 9 月）、小林久起・別冊判タ 32 号 284 頁（2011
年 9 月）、福田修久「破産手続・民事再生手続における否認権等の法律問題　第 1 回　所
有権留保に基づく自動車引上げがされた場合の否認等について」曹時 64 巻 6 号 1 頁（2012
年 6 月）、山本和彦『倒産処理法入門〔第 4 版〕』（有斐閣、2012 年 12 月）、阪口彰洋「所
有権留保の効力」小林明彦＝道垣内弘人編『実務に効く　担保・債権管理判例精選』162
頁（有斐閣、2015 年 8 月）、野上誠一「所有者の登録名義を有していない自動車の留保所
有権者が自動車を引き上げて債権の満足を受けた場合の否認可能性」判タ 1424 号 5 頁
（2016 年 7 月）など。
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